
富山県土地対策要綱事務処理要領 

                                  

第１ 趣旨 

   この要領は、富山県土地対策要綱（昭和49 年富山県告示第1202号。以下「要

綱」という｡)の事務処理に関し必要な事項を定める。 

 

第２ 開発行為に係る一団の土地の区域 

 １ 要綱第３条第２号の「開発行為に係る一団の土地の区域」には、現に土地の

区画形質の変更及びこれに伴う施設の整備をする土地のほか、法令等に基づき

残置森林等として確保すべき土地を含むものとする。  

 ２ 「一団の土地」とは、土地利用上現に一体の土地を構成しており、又は一体

としての利用に供することが可能なひとまとまりの土地で、かつ、一連の計画

の下に開発行為をする土地をいう。  

 

第３ 開発計画の申出 

１ 開発計画の事前申出書に対する意見 

   要綱第４条第４項の意見は、開発計画の事前審査申出書に係る意見について

（様式第１号）によるものとする。 

    

第４ 開発行為の届出 

 １ 届出書の送付 

   市町村長は、要綱第５条第１項の届出書（変更届出書を含む｡)の提出があっ

たときは、その内容を検討し、意見を付して速やかに知事に送付するものとす

る。 

 ２ 届出書に対する意見 

   前項の意見は、副申書（様式第２号）によるものとする。 

 ３ 関係団体 

   要綱第５条第１項の「関係団体」とは、自治会、土地改良区、公共施設の管

理者、森林組合、漁業組合、水道事業者等のうち、当該開発行為が審査基準に

反しないものであるかどうかを判断するために必要な範囲のものをいう。 

 ４ 変更の届出 

   要綱第５条第１項後段の変更の届出は、その変更により新たな審査が必要と

なる場合に求めるものとする。したがって、おおむね次に掲げる変更で新たな

審査が必要でないと認められるものにあっては、変更の届出を要しない。 

  (1) 着手予定年月日の変更 

  (2) 完了予定年月日の変更 

  (3) 開発区域又は残置森林面積に変更がなく、調整池、擁壁、排水系統施設等



の廃止、変更又は新設を伴わない事業計画の変更 

 ５ 地方公共団体等 

   要綱第５条第２項第２号の「地方公共団体等」とは、次の各号のいずれかに

該当する者をいう。 

  (1) 地方公共団体 

  (2) 国土利用計画法第18 条の政令で定める法人 

  (3) 地方公共団体が２分の１以上出資する公益法人 

  (4) 都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業又は土地改良事業の

施行者 

 

第５ 審査基準に反しない旨の通知 

 １ 対応状況報告書の提出 

   要綱第８条第１項の審査基準に反しない旨の通知をする場合において、留意

事項を付して指導及び助言をするときは、届出者に留意事項に対する対応状況

報告書の提出を求めるものとする。 

 ２ 対応状況報告書の検討及び送付 

   対応状況報告書の提出は、市町村長を経由して行うものとし、市町村長は、

対応状況報告書の提出があったときは、その内容を検討し、意見を付して速や

かに知事に送付するものとする。 

 ３ 対応状況報告書に対する意見 

   前項の意見は、副申書（様式第３号）によるものとする。 

 ４ 法令に基づく許可、認可等の申請の時期 

   都市計画法、森林法、農地法等の法令に基づき許可、認可等を要することと

されている開発行為の許可、認可等の申請（事前協議及び指定区域の解除申請

等を除く｡)は、要綱第５条第２項に該当するものについては、要綱第４条第４

項の意見の受領後、要綱第５条第２項に該当しないものについては、要綱第８

条第１項の審査基準に反しない旨の通知があった後に行うよう届出者に協力を

求めるものとする。 

 ５ 留意事項への適切な対応 

   審査基準に反しない旨の通知において、留意事項を付して指導及び助言をす

る場合には、留意事項に対して適切に対応したうえ、前項の開発行為の許可、

認可等の申請を行うよう届出者を指導するものとする。 

 ６ 申請内容の確認 

   第４項の許可、認可等（指定区域の解除等を除く｡)をするに当たっては、開

発行為の内容が要綱に基づく指導及び助言を踏まえたものとなっていることを

確認するものとする。 

 



第６ 着手等の届出 

   要綱第９条の「着手届」及び「完了届」は、要綱第５条第１項の規定による

届出を行った者が対象であり、市町村長を経由して知事へ提出するものとす

る。 

 

第７ 開発協定の締結 

 １ 意義 

   要綱第８条第１項の開発協定は、開発行為が適正に施行されるよう、開発行

為の実施に当たって特に留意すべき事項、問題が生じた場合の措置等について、

地域の実状に応じてより個別具体的に取り決めるものであり、市町村長が必要

と認める場合に締結するものとする。 

 ２ 知事の参加 

   開発区域が著しく広域にわたるとき、県における特殊、固有な要請を担保す

る必要があるときなど、特に必要と認めるときは、知事が、開発協定に立会人

又は当事者として参加するものとする。 

 

第８ 市町村等が行う開発行為 

 １ 市町村等 

   要綱第12 条第１項の「市町村等」とは、市町村、市町村が組織する組合、市

町村が設立する土地開発公社又は市町村が２分の１以上出資する公益法人であ

って、都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業及び土地改良事業

の施行者以外の者をいう。 

 ２ 連絡調整 

   市町村等（市町村を除く｡)は、開発行為の内容を知事に通知するに当たって

は、あらかじめ、市町村長と十分連絡調整するものとする。 

 

第９ 書類の経由 

 １ 市町村長経由 

   開発区域が２以上の市町村の区域にわたる場合は、開発区域が主として所在

する市町村の長を経由するものとする。 

 ２ 提出部数 

   要綱に基づき提出する各書類の提出部数は、正本１部及び副本６部とする。

ただし、開発区域が２以上の市町村の区域にわたる場合における副本の提出部

数は、その市町村数とする。 

 ３ 副本の送付 

   開発区域が２以上の市町村の区域にわたる場合においては、第１項の市町村

の長は、副本の１部を開発区域がわたる他の市町村の長に送付するものとする。 



 ４ 市町村長の意見書送付の特例 

   前項の場合において、副本の送付を受けた他の市町村の長は、その内容を検

討し、第５第２項の副申書に準じた意見書を速やかに知事に提出するものとす

る。 

 ５ 知事の通知 

   知事が届出者に対して行う通知（要綱第７条の規定による勧告を含む｡)は、

市町村長（開発区域が２以上の市町村の区域にわたる場合は、開発区域が主と

して所在する市町村の長）を経由するものとする。 

 

第10 開発計画の事前申出書に記載すべき事項 

「開発計画の事前審査申出書」中「事業計画概要書」に 記載すべき項目は、

別表１に掲げる項目とする。   

第11 届出書等に記載すべき事項 

   「開発行為（変更）届出書」中「４ 事業計画」及び「５ 環境保全等の対

策」に記載すべき項目は、別表２に掲げる項目とする。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

別表１（第10関係） 

１ 「事業計画概要書」における記載項目 

 (1) 開発計画の名称 

 (2) 開発事業の目的 

 (3) 開発区域の位置 

 (4) 開発区域の面積 

 (5) 開発区域の概要及び選定理由 

２ 生活環境保全 

(1)工事中及び完成後の公害防止対策 

（濁水、洪水対策として、沈砂地や調整池の検討）  

(2)廃棄物等処理対策 

（開発行為に伴って発生する廃棄物について、発生抑制、再使用、再生利用等） 

 

 

３ 自然環境保全対策 

(1) 周辺の自然環境の保全のために必要な措置（現状、対応等） 

ア 植物について 



イ 動物について 

４ 給水計画 

５ 排水計画 

６ 道路計画 

７ 災害の防止対策 

ア 雨水排水計画 

イ その他 

 

別表２（第11関係） 

1 「4 事業計画」における記載項目 

(1) 開発の経緯及び理由 

(2) 開発区域の位置 

(3) 開発区域内の法的規制等の状況 

(4) 施設計画 

(5) 土地利用計画  

ア 利用区分別面積及び構成比 

イ 国有地等に対する対応方針 

(6) 工事概要  

ア 開発区域の現況 

イ 主要工事数量内訳 

ウ 施工計画 

エ 土工計画 

オ 給水計画 

カ 排水計画 

キ 道路計画 

ク 公園、広場等設置計画 

ケ その他 

(7) その他 

 

2 「5 環境保全等の対策」における記載項目 

(1) 周辺の自然環境の保全のために必要な措置 

(2) 周辺の景観との調和を図るために必要な措置 

(3) 飲料水、農業用水等の水資源の確保その他生活環境の保全に支障を及ぼさない

ために必要な措置  

ア 飲料水の確保 

イ 農業用水及び農業用排水路等の確保 

ウ 水質汚濁防止対策 



エ 大気汚染防止対策 

オ 騒音及び振動防止対策 

カ その他 

(4) 漁業資源に影響を及ぼさないために必要な措置 

(5) 文化財の保存等のために必要な措置 

(6) 災害の防止及び治山治水のために必要な措置  

ア 雨水排水計画 

イ その他 

(7) 富山県ゴルフ場農薬安全使用指導要綱（平成2年3月19日付け農園第61号公対第

127号富山県知事通知）に定める事項を遵守するために必要な措置（ゴルフ場に係る

開発行為の場合のみ） 

(8) その他 


